
 情報公開条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成20年12月12日 

岩手県知事 達 増 拓 也  

岩手県条例第59号 

   情報公開条例の一部を改正する条例 

情報公開条例（平成10年岩手県条例第49号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

目次 

第１章～第４章 ［略］  

第５章 県が設立した地方独立行政法人の情報公開（第45条） 

附則 

目次 

第１章～第４章 ［略］  

第５章 県が設立した地方独立行政法人等の情報公開等（第45条・第46条） 

附則 

（行政文書の開示義務） 

第７条 実施機関（公安委員会及び警察本部長を除く。）は、開示請求があっ

たときは、開示請求に係る行政文書に次の各号に掲げる情報のいずれかが記

録されている場合を除き、開示請求者に対し、当該行政文書を開示しなけれ

ばならない。 

（行政文書の開示義務） 

第７条 実施機関（公安委員会及び警察本部長を除く。）は、開示請求があっ

たときは、開示請求に係る行政文書に次の各号に掲げる情報のいずれかが記

録されている場合を除き、開示請求者に対し、当該行政文書を開示しなけれ

ばならない。 

(１) ［略］ (１) ［略］ 

(２) 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。

）であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特

定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することにより、

特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）又は特定の

個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利

利益を害するおそれがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。 

(２) 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。

）であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特

定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することにより、

特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）又は特定の

個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利

利益を害するおそれがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。 

ア・イ ［略］   ア・イ ［略］ 

ウ 当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和22年法律第120号）第２条

第１項に規定する国家公務員（独立行政法人通則法（平成11年法律第103

号）第２条第２項に規定する特定独立行政法人の役員及び職員を除く。

ウ 当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和22年法律第120号）第２条

第１項に規定する国家公務員（独立行政法人通則法（平成11年法律第103

号）第２条第２項に規定する特定独立行政法人の役員及び職員を除く。 



）、独立行政法人等（独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法

律（平成13年法律第140号）第２条第１項に規定する独立行政法人等を

いう。以下同じ。）の役員及び職員、地方公務員法（昭和25年法律第261

号）第２条に規定する地方公務員並びに地方独立行政法人（地方独立行

政法人法（平成15年法律第118号）第２条第１項に規定する地方独立行

政法人をいう。以下同じ。）の役員及び職員をいう。）である場合にお

いて、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報の

うち、当該公務員等の職及び当該職務遂行の内容に係る部分 

 

）、独立行政法人等（独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法 

律（平成13年法律第140号）第２条第１項に規定する独立行政法人等を

いう。以下同じ。）の役員及び職員、地方公務員法（昭和25年法律第261 

号）第２条に規定する地方公務員、地方独立行政法人（地方独立行政法

人法（平成15年法律第118号）第２条第１項に規定する地方独立行政法

人をいう。以下同じ。）の役員及び職員並びに岩手県土地開発公社の役

員及び職員をいう。）である場合において、当該情報がその職務の遂行

に係る情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員等の職及び当該

職務遂行の内容に係る部分 

(３) 法人その他の団体（国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立

行政法人を除く。以下「法人等」という。）に関する情報又は事業を営む

個人の当該事業に関する情報であって、次に掲げるもの。ただし、人の生

命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認

められる情報を除く。 

(３) 法人その他の団体（国、独立行政法人等、地方公共団体、地方独立行

政法人及び岩手県土地開発公社を除く。以下「法人等」という。）に関す

る情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、次に掲げる

もの。ただし、人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にする

ことが必要であると認められる情報を除く。 

ア・イ ［略］ ア・イ ［略］ 

(４) ［略］ (４) ［略］ 

(５) 県の機関、国の機関、独立行政法人等、県以外の地方公共団体及び地

方独立行政法人の内部又は相互間における審議、検討又は協議に関する情

報であって、公にすることにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の

中立性が不当に損なわれるおそれ、不当に県民等の間に混乱を生じさせる

おそれ又は特定の者に不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそれ

があるもの 

(５) 県の機関、国の機関、独立行政法人等、県以外の地方公共団体、地方

独立行政法人及び岩手県土地開発公社の内部又は相互間における審議、検

討又は協議に関する情報であって、公にすることにより、率直な意見の交

換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、不当に県民等の

間に混乱を生じさせるおそれ又は特定の者に不当に利益を与え若しくは

不利益を及ぼすおそれがあるもの 

(６) 県の機関、国の機関、独立行政法人等、県以外の地方公共団体又は地

方独立行政法人が行う事務又は事業に関する情報であって、公にすること

により、次に掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当該事務又

は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの 

(６) 県の機関、国の機関、独立行政法人等、県以外の地方公共団体、地方

独立行政法人又は岩手県土地開発公社が行う事務又は事業に関する情報

であって、公にすることにより、次に掲げるおそれその他当該事務又は事

業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある

もの 



ア ［略］ ア ［略］ 

イ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、県、国、独立行政法人等、県

以外の地方公共団体又は地方独立行政法人の財産上の利益又は当事者

としての地位を不当に害するおそれ 

イ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、県、国、独立行政法人等、県

以外の地方公共団体、地方独立行政法人又は岩手県土地開発公社の財産

上の利益又は当事者としての地位を不当に害するおそれ 

ウ・エ ［略］ ウ・エ ［略］ 

オ 県、国若しくは県以外の地方公共団体が経営する企業、独立行政法人

等又は地方独立行政法人に係る事業に関し、その企業経営上の正当な利

益を害するおそれ 

オ 県、国若しくは県以外の地方公共団体が経営する企業、独立行政法人

等、地方独立行政法人又は岩手県土地開発公社に係る事業に関し、その

企業経営上の正当な利益を害するおそれ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

（第三者に対する意見書提出の機会の付与等） （第三者に対する意見書提出の機会の付与等） 

第15条 開示請求に係る行政文書に県、国、独立行政法人等、県以外の地方公

共団体、地方独立行政法人及び開示請求者以外の者（以下この条、第19条及

び第20条において「第三者」という。）に関する情報が記録されているとき

は、実施機関は、開示決定等をするに当たって、当該情報に係る第三者に対

し、開示請求に係る行政文書の表示その他実施機関が定める事項を通知して

、意見書を提出する機会を与えることができる。 

第15条 開示請求に係る行政文書に県、国、独立行政法人等、県以外の地方公

共団体、地方独立行政法人、岩手県土地開発公社及び開示請求者以外の者（

以下この条、第19条及び第20条において「第三者」という。）に関する情報

が記録されているときは、実施機関は、開示決定等をするに当たって、当該

情報に係る第三者に対し、開示請求に係る行政文書の表示その他実施機関が

定める事項を通知して、意見書を提出する機会を与えることができる。 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

（審査会への諮問等） （審査会への諮問等） 

第18条 開示決定等について行政不服審査法（昭和37年法律第160号）の規定

に基づく不服申立てがあったときは、当該不服申立てに対する裁決又は決定

をすべき実施機関は、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、速やかに

、岩手県情報公開審査会に諮問しなければならない。 

第18条 開示決定等について行政不服審査法（昭和37年法律第160号）の規定

（第46条の規定により同法の規定の例によることとされる場合を含む。）に

基づく不服申立てがあったときは、当該不服申立てに対する裁決又は決定を

すべき実施機関は、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、速やかに、

岩手県情報公開審査会に諮問しなければならない。 

(１)・(２) ［略］  (１)・(２) ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

（出資法人の情報公開）  （出資法人の情報公開） 

第41条 県が資本金、基本金その他これらに準ずるものを出資している法人（ 第41条 県が資本金、基本金その他これらに準ずるものを出資している法人（ 



以下「出資法人」という。）は、この条例の趣旨にのっとり、当該出資法人 県が設立した地方独立行政法人及び岩手県土地開発公社を除く。以下「出資 

の保有する情報の公開に関し必要な措置を講ずるよう努めなければならな

い。 

法人」という。）は、この条例の趣旨にのっとり、当該出資法人の保有する

情報の公開に関し必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

   第５章 県が設立した地方独立行政法人の情報公開    第５章 県が設立した地方独立行政法人等の情報公開等 

       （県が設立した地方独立行政法人等の情報公開） 

第45条 県が設立した地方独立行政法人は、この条例の規定の適用については

、実施機関とみなす。この場合において、第２条第２号中「職員」とあるの

は、「役員又は職員」と読み替えるものとする。 

第45条 県が設立した地方独立行政法人及び岩手県土地開発公社は、この条例

の規定の適用については、実施機関とみなす。この場合において、第２条第

２号中「職員」とあるのは、「役員又は職員」と読み替えるものとする。 

   （県が設立した地方独立行政法人等に対する異議申立て） 

  第46条 県が設立した地方独立行政法人若しくは岩手県土地開発公社がした

開示決定等又は県が設立した地方独立行政法人若しくは岩手県土地開発公

社に対する開示請求に係る不作為について不服がある者は、当該県が設立し

た地方独立行政法人又は岩手県土地開発公社に対し、行政不服審査法の規定

の例により、異議申立てをすることができる。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

１ この条例は、平成21年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の情報公開条例の規定は、岩手県土地開発公社が保有している行政文書については、平成11年４月１日以後に岩手県土地開発公社の

役員又は職員が作成し、又は取得したものについて適用する。 
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